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一．法人倫理要領 
 

  

私たちは、わが国を豊かで安らぎのある高齢社会とするために大きな役

割を担っており、そこに働く私たちは、全ての国民から、大きな期待が寄せら

れています。 

この期待に応えるためには、関係法令を遵守するだけにとどまらず、利用

者に対しノーマライゼーションと人権尊重の理念に基づき、専門的サービス

を提供する義務があり、社会の信頼に応えるために、公平・公正なサービス

の実現に努める必要があります。 

私たちは、このような自覚と決意をさらに強固なものとするため、当法人で

働く全ての職員が厳守すべき倫理綱領をここに定めます。 

 

1. 施設の使命 

老人福祉施設は、地域社会の支持を受けて、高齢者が地域で安心して 

生活を送ることが出来る拠点施設となることを使命とします。 

 

2. 公平・公正な施設運営の遵守 

老人福祉施設で働く私たちは、高齢者の生活と人権を擁護するため、 

自己点検を強化し、公平・公正な開かれた施設運営に努めます。 

 

3. 利用者の生活の質の向上 

老人福祉施設で働く私たちは、利用者一人ひとりのニーズと意思を 

尊重し、可能性の実現と生活の質の向上に努めます。 

 

4. 従事者の資質・専門性の向上 

老人福祉施設で働く私たちは、常に誠意をもって質の高いサービスが 

提供できるよう、研修・研究に励み、専門性の向上に努めます。 

 

5. 地域福祉の向上 

老人福祉施設で働く私たちは、地域社会の一員としての自覚を持ち、 

保健・医療等関連分野との連携を強化し、地域福祉の向上に努めます。 
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二． 法人組織図 
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三． 法人実施事業  

 
１、 介護老人福祉施設 

サニーヒル横須賀(多床室) 定員 108 名 

サニーヒル横浜（ユニット型） 定員 140 名 

サニーヒル板橋（2019 年 8 月 1 日開設） 

（ユニット型） 定員 107 名 

       計  355 名 

 

２、 (介護予防)短期入所生活介護 

サニーヒル横須賀(従来型個室)定員 17 名 

サニーヒル横浜（ユニット型） 定員 10 名 

サニーヒル板橋（2019 年 8 月 1 日開設） 

（ユニット型） 定員 11 名 

       計  38 名 

 

３、 （介護予防）通所介護事業 
(介護予防通所介護相当サービス) 

サニーヒル横須賀   定員 ２５名 
 

４、 居宅介護支援事業 

サニーヒル横須賀 

サニーヒル横浜 

サニーヒル板橋 

 

５、 都市型軽費老人ホーム 

サニーヒル板橋 （2019 年 8 月 1 日開設） 

（ユニット型）  定員 ５名 
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四． 法人本部機能 

 
 

１． 理事会・評議員会・監事監査 

 開催予定： 2019年 5月 21日 平成 30年度監事監査 

   2019年 5月 23日 理事会 

   2019年 6月 25日 評議員会 

   2019年 3月   日 理事会 

 

  

２． 2019年度 法人経営 重点目標 

(1) サニーヒル板橋（開設予定 2019年 8月 1日）事業初年度の

安定経営に向けて法人全体で支援する。 

(2) 事業所間連携を進め経営資源を最大限有効活用する。 

(3) 法令厳守。法人の社会的価値を高め地域に根ざし信頼され

る施設になる。 

 

 

３． 施設経営管理 

月次会計会議（第四木曜日）を開催し、各施設の人事労務・

資源・資金・情報の課題解決を支援し経営効率強化を進め

ます。 

 

 

４． 法人事務・施設事務管理 

施設事務の本部集約を進め、事務作業の統合を更に進めま

す。 

 

 

５． 各種通知通達管理 

 法令・制度 改正等を施設へ通知し、効果的な施設経営を 

 支援します。 

 

 


